２０１６年６月１６日～１８日　時事、共同通信
安保法違憲と400人提訴、岡山　集団訴訟、全国で6件目

共同通信2016/6/17 18:46

　安全保障関連法は憲法に反し、成立や施行で平和的生存権を侵害されたとして、岡山県民ら約400人が17日、1人当たり10万円の損害賠償を求めて岡山地裁に提訴した。弁護士らでつくる「安保法制違憲訴訟の会」の呼び掛けによる集団訴訟の一環で、福島や長崎に続き全国6件目の提訴。

　原告らは提訴後に集会を開き、45年の岡山空襲時に2歳だったという男性は「戦争の反省から生まれた憲法に反する政治は許さない」と訴えた。

　原告側代理人の河田英正弁護士は「単に違憲と訴えるだけでは門前払いになりがちだが、多種多様な原告に対する具体的な権利侵害を明らかにし、勝訴を目指す」と述べた。

アデン湾海賊対策を１年延長＝政府
　政府は１７日の閣議で、来月２３日に期限が切れるソマリア沖・アデン湾での海賊対策活動について、１年間延長することを決めた。海賊対処法に基づき、同海域に海上自衛隊の護衛艦とＰ３Ｃ哨戒機を派遣し、民間船舶の警護を継続する。
　防衛省によると、アデン湾での海賊発生件数は年々減っており、２０１５年はゼロだった。中谷元防衛相は１７日の記者会見で、活動延長の理由について「国際社会が取り組みを弱めれば、海賊活動が再び活発化する可能性がある」と説明した。（時事通信2016/06/17-10:25）
海自の海賊対処派遣1年延長　政府、ソマリア沖

共同通信2016/6/17 10:32

　政府は17日午前の国家安全保障会議（NSC）と閣議で、7月23日に期限を迎えるアフリカ東部ソマリア沖アデン湾での海上自衛隊による海賊対処活動の1年間延長を決めた。海賊による被害の発生件数は近年、低い水準で推移しているが、継続した取り組みが必要と判断した。

　部隊は従来通り護衛艦2隻、P3C哨戒機2機など約600人体制を維持する。政府は海賊対処法に基づき、2009年にアフリカ東部・ジブチを拠点に活動を開始しており、延長は昨年7月に続き7回目となる。

　アデン湾での海賊被害の発生件数は、ピーク時には年間200件を超えていたが、昨年初めて0件となった。

内閣支持４６．１％に微減＝不支持は４．５ポイント増－時事世論調査
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　時事通信が１０～１３日に実施した６月の世論調査によると、安倍内閣の支持率は前月比１．５ポイント減の４６．１％だった。不支持率は同４．５ポイント増の３４．０％に上昇。自民党が支援した舛添要一東京都知事の公私混同問題などが影響したとみられる。参院選を目前に控え、安倍政権にとっては不安材料となりそうだ。
【１６参院選】自民「５７」なら単独過半数＝改憲勢力「７８」狙う－かぎ握る数字
　政党支持率は、自民党が前月比０．９ポイント減の２４．７％なのに対し、民進党は同２．０ポイント増の６．３％。以下、公明党３．７％、おおさか維新の会１．６％、共産党１．５％などの順だった。
　参院選で投票するかどうかを尋ねたところ、「必ず行く」が６０．８％と過半数を占めた。「たぶん行く」も合わせると、９０．３％が投票に前向きな考えを示した。　
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　一方、次期衆院選のタイミングについては、「２０１８年１２月の任期満了」が４０．０％と最も多く、次いで「１７年半ば以降」１４．０％、「１８年９月の自民党総裁任期前」１３．０％、「今年末か来年初め」１２．３％の順だった。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、「他に適当な人がいない」２０．８％、「リーダーシップがある」１３．７％、「首相を信頼する」１１．４％。支持しない理由（同）は、「期待が持てない」１７．４％、「政策が駄目」１５．１％、「首相を信頼できない」１４．６％。
　調査は地震の被害を受けた熊本県を除く全国の成年男女１９７５人を対象に個別面接方式で実施。有効回収率は６５．０％。（時事通信2016/06/17-15:06）
地位協定、８割が見直し要求＝米軍関連の事件影響か－時事世論調査
　時事通信の６月の世論調査で、日米地位協定見直しの是非について尋ねたところ、８１．４％が「見直すべきだ」と回答し、「運用改善で対応すればよい」とした１２．５％を大きく上回った。沖縄県で米軍関係者による事件・事故が相次ぐ中、在日米軍に対する視線が厳しさを増していることが裏付けられた形だ。　
　地位協定の内容については、「知っている」が２９．９％、「少しは知っている」が３７．５％で、７割近くが何らかの知識を持っていると答えた。これに対し、「全く知らない」は１３．８％、「名前は知っているが内容までは知らない」は１８．８％だった。（時事通信2016/06/17-15:05）
自民、参院選への波及警戒＝不支持増、舛添氏問題が影響か－時事世論調査
　時事通信の６月の世論調査は、安倍政権に対する国民の支持が底堅いことを印象付けたものの、不支持率も５ポイント近く上がった。政府・自民党は、舛添要一東京都知事の公私混同問題が影響したとみており、７月の参院選への波及を懸念する声も出始めた。
　「もともと（当選が）厳しいところは、さらに厳しくなる可能性がある」。自民党ベテラン議員は１７日、内閣不支持率の上昇が参院選に響くことに警戒感を示した。
　安倍内閣の支持率は今年に入り、４割台半ばを維持するなど堅調に推移している。その中で、５月の調査で約１年半ぶりに３割を切ったばかりの不支持率が、６月は一転して４．５ポイント増の３４．０％となった。
　自民党は、政治資金流用などの問題で辞職に追い込まれた舛添氏を２０１４年２月の都知事選で支援している。同党の閣僚経験者の一人は「（舛添氏の問題が）ネガティブに働いた」と嘆いた。
　野党各党の政党支持率が１桁台に低迷する一方、自民党の政党支持率は２０％台を維持し、突出している。ただ、参院選直前に不支持率が上昇したことに、同党は神経をとがらせている。党幹部の一人は「舛添氏の件は『政治とカネ』だ。参院選は『経済』がテーマだから、切り分けて訴えていく」と語った。
　菅義偉官房長官は１７日の記者会見で、調査結果について問われ、「謙虚に前向きに物事を進めることに全力で取り組む」と強調した。（時事通信2016/06/17-19:05）
参院選 　改憲、強まる対決色…各党公約出そろう
毎日新聞2016年6月17日　21時53分（最終更新　6月17日　23時44分）
　参院選（２２日公示、７月１０日投開票）に向けた各党の選挙公約が１７日、出そろった。選挙戦では、安倍政権の経済政策「アベノミクス」の評価や憲法改正が主要な争点になる。安倍晋三首相が消費税率引き上げの再延期を決断したことを受け、今後、社会保障政策をどう充実させるかを巡っても与野党の議論が活発化しそうだ。 
　自民、公明両党は、有効求人倍率の改善などをアピールし、アベノミクスを加速させる構え。「成長と分配の好循環」を掲げる。 
　これに対し、野党は「アベノミクスは失敗だった」と批判を強めている。民進党は「実質賃金が低下している」と指摘し、公正な再分配を目指して経済政策の転換を主張する。 
　参院で改憲勢力が「３分の２」の議席を得るかどうかも焦点。自民党は改憲に向け、衆参の憲法審査会で議論を進め、国民の合意形成に努めることを公約したが、公明党は憲法問題をパンフレットに記載しなかった。両党の温度差が表れた。 
　民進、共産両党などは安倍政権による改憲に反対する姿勢で一致。「平和主義を断固として守る」（民進党）と対決色を強めている。おおさか維新の会は、改憲によって教育無償化や道州制を実現すると訴えている。 
　与野党の政調会長らは１８日、大阪市で討論会に臨み、政策論争が本格化する。【野原大輔】 
舌戦・参院選（１７日）【１６参院選】
◇野党まともな政策出さず
　安倍晋三首相（滋賀県近江八幡市で街頭演説）　私たちは日本を成長させるための経済政策をしっかりと示している。野党はまともな政策を出しておらず、あまり評価には値しない。
◇単独過半数で思い通りに
　麻生太郎財務相（札幌市で講演）　自民党が思った通りにやれないのは、ひとえに（参院で）単独過半数がないからだ。だから、われわれはどうしても、今回（改選）議席が増えたところでは、きちっとその議席を取らせてもらいたい。
◇統一候補に意味なし
　自民党・谷垣禎一幹事長（大阪市で講演）　実態は、野党統一候補は民進党と共産党が組んでいる。選挙が終わったらどういう政策をやって日本を引っ張っていこうとしているのか。明らかに意味のない野党統一候補ではないか。
◇政治家優遇見直せ
　おおさか維新の会・松井一郎代表（福岡市で街頭演説）　今、知事と言うと、「せこい」の代名詞のように言われているが、せこくていい。大阪では役所の中のお金の使い方について、細かく、せこく、見直している。要は、政治家側が優遇され過ぎないお金の使い方が大事だ。消費税を増税するなら「国会議員の大胆な定数削減、報酬カット」を果たしてからだ。（時事通信2016/06/17-22:09）
民進・共産連携は矛盾＝谷垣禎一自民幹事長【各党インタビュー】


インタビューに答える自民党の谷垣禎一幹事長＝１７日午前、東京・永田町の同党本部
　－参院選で訴えることは。
　基本はアベノミクス。今までかなり成果を上げてきた。ただ、個人消費がなかなか伸びていかない。アベノミクスをさらに推し進めていくのかどうかが最大の争点だ。
　－安倍晋三首相が掲げる「改選議席の過半数」の目標について。
　勝敗を決める基本的な考えの一つだ。東北などはし烈な戦いをしているが、３２の１人区でどれだけ勝てるか、自公が共に出している（東京、神奈川、大阪などの）選挙区で２ないし３（議席）を確保できるかが焦点になってくる。
　－野党統一候補にどう対処するか。
　実態は民進党と共産党が連携しながら進めている。国際的な変動がある中、日本をどっちに引っ張っていくかという主張を出すにはあまりに矛盾の多い組み合わせだ。「参院選は政権選択の選挙でない」とはまやかしの議論だ。参院でどういう勢力を形づくっていくかは、政権選択に密接に関わる。共通点が「戦争法廃止」だけで国政をリードできるとは思わない。
　－憲法改正を参院選でどう訴えていくか。
　憲法改正はわれわれ経験がない。いきなり激しい国民間の対立（を招くこと）をやるべきではない。野党第１党の賛同も得て進めるべきだ。
　－現状、その作業ができていない。
　（野党が）「安倍内閣のもとでは議論に応じない」ということも焦点が絞られてこない一つの原因だろう。
　－首相は消費税率の１０％への引き上げを延期した。国民の理解を得られていると思うか。
　確かに、２０１４年衆院選の時と違う新しい判断だと首相も言っている。個人消費は悪い。国際的な需要不足や供給過剰の不安感が非常にある。弱いところを克服するためにはそういう（延期の）判断もあると思う。
　－目標議席に達しない場合、首相は責任を取るべきか。
　まず目標達成に全力を傾けるべきで、そこから先は言っても仕方ない。
　－選挙権年齢が初めて１８歳以上に引き下げられる。対策は。
　若い人達の雇用の確保を訴えていく。若者の政治参加を促す仕組みについても、もう少し（被選挙権年齢を）引き下げるとか、供託金を低くして出やすくするとか、これから詰めて検討する。
　－東京都知事選が参院選に与える影響は。
　参院の課題と知事の政治資金の扱いの問題は、直接連動しないと思う。（時事通信2016/06/17-16:09）
「いつまで生きるつもり」　麻生氏発言、北海道の集会で

共同通信2016/6/17 22:54
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自民党の集会で講演する麻生財務相＝17日午後、北海道小樽市　麻生太郎副総理兼財務相は17日、北海道小樽市で開かれた自民党の集会で「90になって老後が心配とか訳のわからないことを言っている人がテレビに出ていたけど、いつまで生きているつもりだよと思いながら見ていた」と述べた。消費拡大が経済の浮揚につながるとの文脈での発言だが、高齢者の侮蔑とも受け止められかねず、論議を呼ぶ可能性がある。

　麻生氏は国内で1700兆円を超す個人金融資産があるとして「みんながじーっとしているのが、今最大の問題だ」と指摘。「あったらその金は使わなきゃ、何の意味もない。さらにためてどうするんです」などと話した後、この発言をした。

参院選、鍵握る投票率＝与党５５％想定、野党６０％超に期待【１６参院選】
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　７月１０日投開票の参院選は、投票率が与野党の獲得議席に影響を与えそうだ。与党側は高くなりすぎると政権批判票が増えると警戒。一方、野党側は投票率が低いと、強固な与党の組織票を崩せないため、有権者の関心を高めようと躍起だ。投票率が激戦区の勝敗を左右する可能性もあるだけに、各党とも気をもんでいる。
　参院選の投票率は１９９２年以降、６割を切っており、２０１３年の前回は５２．６１％で過去３番目の低さだった。今回は選挙権年齢が「１８歳以上」に引き下げられることから投票率向上が期待されているが、現時点では「盛り上がっているとはとても言えない」（民進党候補者）状況という。
　自民党は企業・業界団体の強固な組織や後援会の支援を受けており、低い投票率の方が有利とされる。党執行部の一人は投開票直後に告示される東京都知事選を挙げ、「都知事選が過熱すれば、参院選がかすむだろう」とほくそ笑む。
　公明党も支持母体・創価学会の固い組織票を持ち、自民党と事情は同じだ。投票率を５５％程度と想定して作戦を練るが、５０％前後の低投票率を予測する向きもある。「与野党が消費税増税の見送りで一致し、安全保障関連法をめぐる騒動も収まり、これといった争点がない」（党関係者）というのが理由だ。
　一方、野党各党は無党派層を取り込もうと、高い投票率を期待する。民進党の枝野幸男幹事長は１７日の記者会見で「健全な民主主義には投票率が高い方が望ましい」と指摘。党首討論を通じて争点を明確化して、関心を高めたい考えだ。
　与党に競り負けた４月の衆院北海道５区補選（投票率５７．６３％）は無党派層の７割が野党候補に投票したとみられ、野党側は「もう少し投票率が上がれば勝てた可能性がある」と分析。共産党は「高ければ高いほど良い。６０％を超えたら躍進できる」と当て込む。（時事通信2016/06/17-18:03）
子ども手当復活＝生活公約【１６参院選】
　生活の党は１７日、参院選公約を発表した。「生活が第一。」をキャッチコピーに、月額２万６０００円の子ども手当の実現や年金一元化など、旧民主党が２００９年衆院選マニフェスト（政権公約）で訴えた目玉政策を提示。これらの政策を通じて「可処分所得１．５倍を目指す」と掲げた。
　公約は、「経済政策の失敗で景気は悪化している。消費税増税延期は当然だ」と主張。原発再稼働や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への「反対」も明記した。　
　小沢一郎代表の冒頭メッセージでは、「政治の師」と仰ぐ田中角栄元首相の「日本列島改造論」や、小沢氏が１９９３年に発表した「日本改造計画」に触れ、「政治家は国民に夢を与え、実現しなければならない。今でも私の考えはまったく変わっていない」と強調した。（時事通信2016/06/17-18:34）
「選挙妨害」と民進反発＝法的措置も検討－東電事故報告書
　東京電力福島第１原発事故に関する同社の第三者検証委員会が公表した報告書をめぐり、事故当時、政権中枢にいた民進党幹部が激しく反発した。枝野幸男幹事長は１７日、福島市で記者団に「一方的に東電側の発言に基づいて推測している。私たちには何の協力要請もなかった」と指摘。「この時期にこれだけ恣意（しい）的でいいかげんなものが出されると、選挙妨害の意図があったのではないかと疑わざるを得ない」と批判した。
菅元首相「私は指示せず」＝東電事故報告書に反論
　これに先立つ記者会見では「（当時官房長官だった）当職の信用を毀損（きそん）させかねない報告書を発表したことは著しく不適切だ。厳重に抗議する」と述べ、法的措置も含めた対応を検討する考えを示した。
　報告書は、当時の清水正孝社長が「首相官邸からの指示」として、「炉心溶融（メルトダウン）」との言葉を使わないよう社内に指示したとしている。これに関し、枝野氏は「当時の菅直人首相と私から、いかなる場面においても『炉心溶融』という言葉を使わないよう指示、要請した事実はない」と否定した。
　岡田克也代表も１７日、神戸市内で記者団に「恐るべき報告書だ。根拠を示さず、何の裏取りもしていない」と批判した。
　一方、菅義偉官房長官は１７日の記者会見で、「今後も検証は続くと思っている。一層の事実解明に取り組んでもらいたい」と述べた。政府による新たな調査については、「考えていない」と否定した。（時事通信2016/06/17-21:08）
参院比例、計１０人に＝確認団体要件満たす－「怒りの声」【１６参院選】
　政治団体「国民怒りの声」は１７日、７月の参院選比例代表に新潟医療福祉大准教授の渡辺良弘氏（５０）と、元会社員の吉田晶子氏（４５）の両新人を擁立すると発表した。比例候補者擁立はこれで計１０人となり、公職選挙法で定められた選挙期間中の街頭活動などが許される「確認団体」の要件を満たすことになった。　
　選挙区では、鳥取・島根選挙区に無所属で出馬する福島浩彦氏と、群馬選挙区から民進党公認で出馬する堀越啓仁氏をそれぞれ推薦することも発表した。ともに野党統一候補で、団体代表の小林節慶大名誉教授は「比例代表で私たちが掘り起こした人（投票者）は、選挙区では統一候補に入れてほしい」と呼び掛けた。（時事通信2016/06/17-19:51）
宝田明氏が立候補取りやめ　参院比例で国民怒りの声

共同通信2016/6/17 23:226/17 23:29updated
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宝田明氏　政治団体「国民怒りの声」は17日夜、参院選比例代表に擁立した俳優の宝田明氏（82）が立候補を取りやめたと発表した。「諸般の事情により、宝田氏は出馬を取りやめ、応援団に回ることになった」とのコメントを出した。宝田氏が19日に、国民怒りの声の集会で詳細を説明するという。

　宝田氏の出馬取りやめで比例代表の立候補予定者は計9人となるが、東京選挙区から立候補する元衆院議員の小林興起氏を加えると計10人になり、公選法で政党に準じた選挙運動ができる「確認団体」の要件を満たすことになる。

「子を失い悲しむ親は私たちを最後に」　米軍属事件、名護で９００人が追悼

琉球新報2016年6月18日 05:03 
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米軍属女性暴行殺人事件で犠牲になった女性に対し黙とうする市民ら ＝１７日午後６時５０分、名護市大南の市屋内運動場
　【名護】米軍属女性暴行殺人事件で犠牲になった女性の出身地・名護市で「追悼名護市民集会」（同集会実行委員会主催）が１７日、同市大南の市屋内運動場で開かれた。市民ら約９００人が参加し、犠牲になった女性の冥福を祈った。被害女性の両親からのメッセージが読み上げられ「未来を断ち切られた娘が最後の犠牲者となり、子を失い悲しむ親は私たちを最後にしてほしい」と呼び掛けた。同級生２人がそれぞれ登壇し、友人として犠牲になった女性や家族の無念さを思いやり、女性のことについて「いつまでも思い続ける」と固く誓った。
　今回の集会は、犠牲になった女性のみ霊を慰め、遺族に寄り添うことが目的。抗議ではなく追悼集会として市民一人一人が祈りをささげた。主催した実行委は、被害者の同級生や女性団体、区長会会長・各支部長、市議、市商工会長、市観光協会理事長ら各種団体の代表らで構成した。
　被害女性の両親はメッセージの中で実行委員会や集会参加者へ感謝し、娘に向けては「今が一番楽しい時期だったのに、このような形で人生を終えるはずではなかった。『怖い思いをしたね。後のことは心配しないで安らかに』。そう伝えたい」と思いを込めた。
　実行委員長の稲嶺進市長は「女性の冥福を祈るとともにご家族に心からの哀悼の意を表したい」と語った。
辺野古移設、一層不透明に＝「反基地」高まり、政府に逆風－係争処理委


記者団の取材に応じる翁長雄志沖縄県知事＝１７日午後、東京都千代田区
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、国地方係争処理委員会が１７日、事実上判断を棚上げしたことで、移設の実現性は不透明さを増した。先に高等裁判所が示した和解プロセスや、国と県の直接協議は停滞しそうだ。沖縄では米軍属による女性殺害事件を受けて反基地感情が高まりを見せており、移設を推進する政府にとっては逆風が続く。
　国の是正指示の違法性を判断しないとする係争処理委の結論を受け、中谷元防衛相は記者団に「国による是正指示が違法であると認めなかった。是正指示は有効だ」と主張。これに対し、県側も「悪くない判断だ。あとは国がどう考えるかだ」（幹部）と、翁長雄志知事による埋め立て承認取り消し処分の有効性が続いているとの認識を示した。国、県ともに自分に都合の良い解釈を行っており、今後も平行線が続くのは確実だ。
　国と県は３月、辺野古埋め立て承認の「代執行」をめぐる訴訟で和解。これに伴い、政府は埋め立て工事を中断した。和解条項に基づき、国と県は直接協議を行うとともに、係争処理委などによる審査も並行して進めることになった。
　係争処理委が県の主張を明確に退ける結論を出せば、県は直ちに高等裁判所に訴えを起こすことを想定していた。しかし、違法性判断を回避した「肩透かし」の結論が出たため、県は司法判断を仰ぐかどうか慎重に検討する。翁長知事は１７日夜、東京都内で記者団に「内容を精査し、対応を検討する」と述べるにとどめた。１８日に記者会見して見解を示す。
　係争処理委が曖昧な判断をした背景には、米軍属事件で高まった県民の反基地感情をこれ以上刺激したくないとの思惑が働いた可能性もある。１９日には事件を抗議する県民大会が開催される予定。反基地の県民世論を踏まえ、翁長知事は移設問題で政府に対しより強い態度で臨みそうだ。
　仮に司法判断で県が敗訴した場合でも、翁長知事は工事の設計・工法変更に当たり、必要となる承認を行わない姿勢も示している。政権内には「移設はますます厳しくなっている」（閣僚経験者）との見方が出ている。（時事通信2016/06/17-22:39）
是正指示の違法性、判断せず＝辺野古移設の審査で結論－係争処理委


国地方係争処理委員会後、記者会見する小早川光郎委員長＝１７日午後、東京都千代田区
　総務省の第三者機関「国地方係争処理委員会」（委員長・小早川光郎成蹊大法科大学院教授）は１７日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設をめぐる審査会合を開いた。国と沖縄県に対し、「普天間飛行場返還という共通目標の実現に真摯（しんし）に協議し、納得できる結果を導く努力をすることが最善の道だ」とする見解を示すにとどめ、県が埋め立て承認を取り消したことに対する国の是正指示の違法性については判断を避けた。
　辺野古移設をめぐっては、工事に必要な国による埋め立てを２０１３年１２月に当時の仲井真弘多知事が承認した後、翁長雄志現知事が取り消しており、石井啓一国土交通相が今年３月に是正を指示。沖縄県は、この指示に違法性があるとして、審査を申し出ていた。
　係争処理委は結論の中で、「（普天間飛行場返還に向け）国と県が議論を深める共通の基盤づくりが不十分」と指摘。こうした状況の中、是正指示の違法性について「肯定・否定のいずれかの判断をしても、国と地方のあるべき関係の構築に資するとは考えられない」と今回の結論に至った理由を挙げた。　
　同委はこれまでに、国、県双方から意見を聴取。県側が「是正指示は自然と生態系への破壊指示であり、地方自治の破壊そのもの」などと主張したのに対し、国側は「新基地建設阻止のために承認を取り消したことは明らか。裁量権の逸脱、乱用に当たる」と反論していた。（時事通信2016/06/17-20:11）
辺野古移設で詰めの審査＝是正指示の違法性めぐり－係争処理委


国地方係争処理委員会であいさつする小早川光郎委員長（中央）＝１７日午後、東京都千代田区
　総務省の第三者機関「国地方係争処理委員会」（委員長・小早川光郎成蹊大法科大学院教授）は１７日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設をめぐり、県が埋め立て承認を取り消したことに対する国の是正指示に違法性があるかを審査する会合を開いた。審査期限を２１日に控え、最終的に議論する。
　辺野古移設をめぐっては、工事に必要な国による埋め立てを２０１３年１２月に当時の仲井真弘多沖縄県知事が承認した後、翁長雄志現知事が取り消しており、石井啓一国土交通相がこの３月に是正を指示。沖縄県は、この指示に違法性があるとして、審査を申し出ていた。（時事通信2016/06/17-15:23）
辺野古、違法かどうか判断せず　係争委、国と県に通知へ

共同通信2016/6/17 20:11

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設問題で、沖縄県の申し出を審査している総務省の第三者機関「国地方係争処理委員会」は17日、9回目の会合を開いた。小早川光郎委員長は会合後の記者会見で国の是正指示について「違法か違法でないかの判断はしなかった」と述べた。審査期限の21日が迫っており、この日の会合で一定の結論に達したとみられる。結果は21日までに国と県の双方へ通知する。

　係争委は、翁長雄志知事が移設先とされる名護市辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消したのに対し、石井啓一国土交通相が3月に出した是正指示の適否を巡り、審議を続けていた。

【電子号外】辺野古是正指示、係争委は判断示さず　国と県に協議促す
沖縄タイムス2016年6月17日 18:46 
　【東京】沖縄県名護市辺野古の新基地建設を巡り、総務省の第三者委員会「国地方係争処理委員会」（係争委、小早川光郎委員長）は１７日、翁長雄志知事による埋め立て承認取り消しに対する石井啓一国交相の是正指示の適否を審査したが、地方自治法上の適法性の判断を示さないとの結論を発表した。期限の２１日までに県と国の双方に決定書で通知する。 
　係争委は、是正指示に至った双方の関係を「国と地方のあるべき関係から乖離（かいり）している」と指摘。普天間飛行場の返還問題の方策に関し「双方で議論が深める基盤作りが不十分ななかで、地方自治法に適合するか否かを判断すべきではない。真摯（しんし）に協議し納得する結論が出るよう協議することが求められる」と結論づけた。 
　翁長知事による係争委への審査申し出は、国と県とが合意した代執行訴訟などの和解条項の手続きの一環として進められてきた。
執行停止認めず＝高浜原発差し止め－大津地裁


高浜原発運転差し止めで関西電力の執行停止申し立てが却下され、笑顔を見せる住民ら＝１７日午前、大津市の大津地裁前
　関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）の運転差し止めを命じた大津地裁の仮処分決定を不服として、関電が行った執行停止の申し立てについて、同地裁は１７日、却下する決定を出した。山本善彦裁判長は「仮処分決定取り消しの原因となることが明らかな事情の証明があったとは言えない」と判断した。
　関電は執行停止と同時に保全異議を申し立てており、大津地裁は早ければ７月末に判断を示す。仮処分決定が取り消されない限り、関電は再稼働できない。（時事通信2016/06/17-12:19）
高浜原発、運転禁止を継続　仮処分効力停止認めず、大津地裁

共同通信2016/6/17 12:35

　関西電力高浜原発3、4号機（福井県高浜町）の運転差し止めを命じた3月9日の大津地裁の仮処分決定に対し、関電が決定の効力を一時的に止めるよう求めた執行停止の申し立てを認めるかどうかについて、同地裁（山本善彦裁判長）は17日、却下する決定をした。

　仮処分の手続きを規定した民事保全法上、関電は今回の決定に対してさらに争うことはできず、2基は3月の仮処分決定に基づき運転できない状態が続く。関電が執行停止と同時に申し立てた異議の審理で3月の決定が取り消されない限り、再稼働はできない。
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関西電力高浜原発3、4号機の運転差し止め仮処分の執行停止申し立て却下で、垂れ幕を掲げる住民たち＝17日午前、大津地裁前[image: image13.jpg]



翁長知事、抗議の県民大会参加へ＝米軍属、女性殺害事件－沖縄
　沖縄県の翁長雄志知事は１６日、米軍属による女性暴行殺人事件に抗議する「県民大会」に参加する意向を表明した。翁長知事は県庁で記者団に「参加する方がより多くの県民の期待に応えることになる」と語った。
　県民大会は１９日に知事を支持する市民団体「オール沖縄会議」が主催。５万人規模の集会を目指し、遺族や県民への謝罪と補償、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の県内移設断念や米海兵隊の沖縄撤退を求める決議を採択する予定。
　自民、公明両党は欠席し、超党派での開催は見送られる見通しだ。　（時事通信2016/06/16-12:53）
「被爆地広島にふさわしいか」＝オバマ米大統領演説に疑問－日本被団協
　日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）は１６日の定期総会で、広島を訪問したオバマ米大統領の演説について「被爆地広島にふさわしい内容だったでしょうか」と疑問を呈した上で、「謝罪の証しとしても、核兵器廃絶への責任と行動を一層深く求めなければならないことを確認した」などとする総会決議を採択した。
　決議文は、演説の冒頭でオバマ氏が「空から死が降ってきて世界が一変した」と述べたことについて、「あたかも自然現象のような言葉で、米国の責任を回避する表現だった」と指摘。「大統領としての責任は一切語られなかった」とした。
　総会終了後に記者会見した被団協の田中熙巳事務局長（８４）は「『空から死が降ってきた』は、絶対被爆者は許せない。訪問翌日、（演説直後に）評価する発言をしたことを、冷静になってすごく反省し、心が痛んだ」と述べた。（時事通信2016/06/16-18:03）
ハンセン病患者の名誉回復式典＝最高裁事務総長が初出席－厚労省


隔離政策で差別を受けたハンセン病患者の名誉回復のための式典で、献花する最高裁の今崎幸彦事務総長＝１６日午前、東京・霞が関の厚生労働省
　らい予防法による国の隔離政策で不当な差別を受けたハンセン病患者の名誉回復と追悼のための式典が１６日、厚生労働省で行われた。４月に出した報告書で患者に対する「特別法廷」の設置を誤りと認め、謝罪した最高裁の今崎幸彦事務総長も裁判所関係者として初めて出席し、献花した。
　式典では出席者全員が黙とうをささげた。今年はらい予防法廃止から２０年の節目に当たり、塩崎恭久厚労相は式辞で「こうした歴史を二度と繰り返さぬよう改めて決意いたします」と述べた。ハンセン病違憲国賠訴訟全国原告団協議会の志村康会長（８３）は、代読されたメッセージで「隔離法廷は憲法に明らかに違反しており、最高裁は確信的に権利を剥奪した」と批判した。


ハンセン病患者の名誉回復の式典に臨む塩崎恭久厚生労働相（左から２人目）、国賠訴訟全国原告団協議会の志村康会長（同３人目）ら＝１６日午前、東京・霞が関の厚生労働省
　今崎事務総長は式典終了後、「亡くなられた多くの方々に心から哀悼の意をささげた。今後このようなことを起こさないよう、具体的方策を着実に実行していく決意を新たにした」とのコメントを出した。
　最高裁の報告書は、隔離施設内に特別法廷の設置を許可した運用は違法で、患者への偏見や差別を助長するものだったとする一方、裁判の公開を定めた憲法に違反とまでは認めなかった。
　厚労省は患者への補償金支払いを定めたハンセン病補償法が施行された６月２２日を「名誉回復と追悼の日」として、２００９年から毎年この時期に式典を開催している。　（時事通信2016/06/16-12:47）
共産統一候補への支持訴え＝参院香川で４野党幹部【１６参院選】
　民進、共産、社民、生活の野党４党幹部が１６日、高松市でそろって街頭演説し、改選数１の１人区の中で唯一共産党が野党統一候補となった参院選香川選挙区（改選数１）での支持を訴えた。
　民進党の安住淳国対委員長は「安倍政権の暴走にストップをかける」と強調。共産党の志位和夫委員長は「力を合わせて統一候補を勝利させる。野党共闘した全国３２の１人区で勝利するために頑張りたい」と力を込めた。　
　生活の党の小沢一郎代表も「こんなむちゃくちゃな政権でいいのか。駄目なら退陣させようと手を組んだ。選挙は勝たなければしょうがない」と呼び掛けた。街頭演説には社民党の吉川元政審会長も参加した。
　この後、安住、志位、吉川の３氏は岡山市に移動し、街頭演説。岡山選挙区に出馬する民進候補を応援した。（時事通信2016/06/16-18:11）
積極的に党首討論を＝４野党、自民に申し入れ【１６参院選】
　民進、共産、社民、生活の野党４党は１６日、自民党に対し、テレビなどを通じた党首討論に安倍晋三首相（自民党総裁）が積極的に応じるよう書面で申し入れた。
　申し入れ書では、「自民党はテレビ各局に首相の出演は６月１９日から同２５日までに限定する旨通告されていると側聞している」と指摘。その上で、「有権者の前で各党党首がそろって政策等を議論し、投票判断の材料を提供することは何より重要な機会だ」として、首相の前向きな対応を求めた。
　これに関し、民進党の岡田克也代表は記者会見で「それぞれの主張をしっかり述べ合い、有権者に判断していただくという根本的な考え方が欠如している」と首相を批判。出演期間を限定したとされることについては「リスクを避けたいということではないか」との見方を示した。（時事通信2016/06/16-17:05）
アベノミクス推進か転換か＝社保充実の財源不透明－与野党公約【１６参院選】
　参院選に向けた主要政党の公約が出そろった。安倍晋三首相が取り組む経済政策「アベノミクス」をめぐり、与党が「成果」を示して路線推進を訴えるのに対し、野党は「失敗」と断じて転換を迫る。憲法改正でも主張の違いは鮮明だ。社会保障や子育て支援を充実させる方向性は共通するが、各党とも具体的な財源は示せておらず、今後の論戦のポイントとなりそうだ。
　◇経済・社会保障
　自民党は、アベノミクスは「道半ば」としながらも「確実に結果を生み出している」と自賛。「ＧＤＰ（国内総生産）６００兆円実現を目指す。大胆な経済対策を実行する」と、政策強化を打ち出した。公明党も「経済成長の果実は地方へ回りつつある」として、消費喚起のための商品券・旅行券の発行検討を盛り込んだ。
　民進党は「アベノミクスの失敗で、格差が広がっている」と批判。幼児・義務教育の負担軽減、給付型奨学金の創設など「人への投資」を重視する。共産党も「格差と貧困」に焦点を当て、大企業や富裕層への課税強化を主張した。
　消費税率１０％への引き上げは、与党が２年半延期を、民進党が２年延期を掲げた。異なるのは、増税に伴う充実を予定していた社会保障の扱いだ。自民党は赤字国債を発行せず「可能な限り」実現する方針。民進党は「予定通り実施する」と約束し、財源は行政改革の徹底で捻出する考えを示したが、国債発行も排除していない。
　自民党の稲田朋美政調会長は１６日の記者会見で、「将来に借金を付け回す不道徳な政策は採らない。その姿勢の違いを訴えたい」と強調した。
　子育て支援では、与野党とも「保育の受け皿」拡充や保育士の処遇改善を提唱。長時間労働の是正や、同一労働同一賃金の実現などでも、各党の相違点は不明瞭だ。
　◇憲法改正
　自民党は「憲法改正を目指す」と明記したが、具体的にどの部分を変えるかには踏み込まなかった。公明党は憲法改正に関する記述は一切なく、ともに争点化を回避したい思惑がうかがえる。
　民進党は「平和主義を脅かす９条改正に反対する」と強調。岡田克也代表は会見で「憲法の平和主義がゆがめられようとしていることに非常に強い危機感を持っている。しっかり訴えていきたい」と述べ、首相に論戦を挑む姿勢を鮮明にした。
　ただ、改憲では党内に賛否両論を抱えるため、公約は「未来志向の憲法を国民とともに構想する」と、綱領に沿って曖昧な書きぶりとなった。
　おおさか維新の会は、教育無償化、道州制導入を憲法に明記することを掲げた。（時事通信2016/06/16-18:41）
舌戦・参院選（１６日）【１６参院選】
◇ＴＰＰ対策しっかり
　自民党・小泉進次郎農林部会長（鳥取市内で街頭演説）　知的財産の保護までできる地理的表示（ＧＩ）のマークをつけたら（鳥取の）らっきょうの売り上げが上がり、農家の所得アップにつながったと聞いた。まだまだ農業の発展する可能性はある。将来の見通しが明るくなるような農業の改革を前に進めていくためにも、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）に負けない、しっかりとした対策を打つ。一緒になって農業を良くしていきたい。
◇「対案ない」はとんでもない
　民進党・枝野幸男幹事長（名古屋市で街頭演説）　安倍晋三首相は「民進党には対案がない」と言うが、とんでもない。子育て支援充実や教育の底上げ、雇用の安定、年金、医療、介護こそ何よりもの経済対策だと一貫して訴えてきた。少子高齢化の日本では子育てや老後や雇用（対策）こそが経済を元気にする。時代が大きく変わっていることに安倍さんは気付いていないから、いくらわれわれが対案を示しても理解できない。
◇人を大切にする経済を
　民進党・安住淳国対委員長（岡山市で街頭演説）　（民進党は）人を大切にする経済を成り立たせていこうとしている。格差を埋めて分厚い中間層をつくろう。この国にはたくさん地方に人材がいる。この人たちを切り詰めて、東京の豊かな人だけが豊かになればいいというのがアベノミクスの本質だ。
◇自民憲法草案「醜い」
　民進党・山尾志桜里政調会長（仙台市内で街頭演説）　安倍晋三首相が選挙で最も隠したい争点は憲法。自民党の憲法草案は醜い憲法だ。特に９条は（自衛隊を）国防軍にして集団的自衛権の制約をなくし、平和の形をがらっと変える。首相のこの道に子どもたちを並ばせたくない。（時事通信2016/06/16-19:49）
憲法改正で政権に協力＝中山恭子こころ代表【各党インタビュー】


インタビューに答える日本のこころを大切にする党の中山恭子代表＝９日、東京・永田町の参院議員会館
　－参院選で何を訴えるか。
　日本のこころを大切にする党に名前を変えた。いわゆる自由主義や民主主義など海外から輸入された政治のシステムの中で、日本人が培ってきた相手を思いやる政治が必要だ。たくさんの人が豊かさを分け合い、享受できる社会を目指したい。
　－安倍政権への評価は。
　私たちは安倍晋三首相を信じている。頑張ってもらいたいと思う。ただ個々の政策では、本来の政策をやりきれていないものもある。例えば消費税率。私たちは、この経済情勢の中で引き上げてはいけないと言ってきた。引き上げは、経済がデフレをはっきり脱却して、経済成長路線に乗ってからでなければならない。
　もう一つは金融政策と財政政策が一体となっていない。財政政策があまりにも弱過ぎる。特に公共投資をしっかり行うべしと言い続けている。今インフラは老朽化している。災害が多い国だから、安全な国土をつくらないといけない。
　－政権が憲法改正を目指せば協力するか。
　私たちは憲法１条から最終条までをしっかり一つの形として改正したいと思っているが、そこへ行くまでは相当時間がかかる。それまでに、例えば安倍政権が緊急事態条項を追加するのであれば、その動きには賛成していこうと思う。
　－９条や、３分の２以上という改正発議要件への見解は。
　９条は、（戦争放棄を定めた）第１項と（戦力不保持に関する）第２項でちぐはぐになっているので、ひょうそくを合わせたものにしていくことが考えられる。発議要件はこだわっていないが、もう少し緩める方向は打ち出したい。
　－民進、共産など野党４党による選挙協力をどうみる。
　政策が違う人々が一緒になっている。投票する人は困るだろうという思いはある。選挙用だけ、当選するためだけの協力というのは選挙民を欺いていることになる。
　－こころの勝敗ラインは。
　比例代表で３００万票を目指しているが、今の状況で（目標議席の）数字を挙げられる状態ではない。１人でも多くの方に、こころは国のことを思う人が集まっている党だと分かっていただけたらありがたい。（時事通信2016/06/16-15:05）
舛添氏「せこい」＝都知事辞職で米紙
　【ニューヨーク時事】米紙ニューヨーク・タイムズ（電子版）は１５日、舛添要一東京都知事が政治資金流用などの疑惑で辞職を決めたことについて「ｓｅｋｏｉ（せこい）」という日本語を紹介しつつ報じた。
舛添氏語録「トップが二流のビジネスホテルに泊まりますか。恥ずかしいでしょう」
　タイムズ紙は、舛添氏が「たった数ドルの漫画本」などを政治資金で購入していたと説明。同氏を「あまりにもせこ過ぎる」と批判した自民党の神林茂都議の発言を引用し、「今回のエピソードを言い表すのに最も頻繁に使われた言葉は恐らく『せこい』だろう」と指摘した。
　その上で「彼が大金を盗んだのではなく、温泉旅行のための出費で少しずつ納税者や献金した人々に損害を与えたことが（都民の）いら立ちを一層増したようだ」と論評した。　（時事通信2016/06/16-11:47）
「スター政治家没落」＝舛添氏辞職決定で韓国紙
　【ソウル時事】１６日付の韓国各紙は、公私混同問題で物議を醸した舛添要一東京都知事の辞職決定について「スター政治家の没落」（朝鮮日報）などと報じた。
　朝鮮日報は舛添氏の経歴を詳しく紹介。「改革派エリート」のイメージが強かったと伝え、韓国日報も「一時は首相候補として名前が挙がったが、自ら掲げた政治改革で挫折した」と指摘した。
　東亜日報は「（猪瀬直樹氏に続き）２代続けて都知事がカネの問題で不名誉な退陣に追い込まれた」と報じた。　（時事通信2016/06/16-09:01）
蓮舫氏が出馬に含み＝民進、候補選びで主導権狙う－都知事選
　東京都の舛添要一知事辞職に伴う出直し知事選の日程が「７月１４日告示・同３１日投開票」の見通しとなったことを受け、民進党は候補者擁立に向けた調整を本格化させる。自民、公明両党が支援した知事が２人続けて「政治とカネ」の問題で退場した経緯から、民進党は候補者選びで主導権確保を狙う。同党内には蓮舫代表代行（参院東京選挙区）を推す声があり、同氏は１６日、出馬に含みを持たせた。
〔写真特集〕蓮舫氏～タレントから大臣、そして？～
　蓮舫氏は遊説先の栃木県矢板市で「期待していただけるのは本当にありがたい。仲間の声は大事だ」と記者団に語った。同時に、７月の参院選で３選を目指してきたことに触れ、「まずは参院選のことを考えている」とも述べた。　
　民進党は東京都連を中心に人選を進める意向で、長島昭久元防衛副大臣（衆院比例代表東京ブロック）の名も取り沙汰されている。候補者選定について、民進党執行部は「自民党や公明党が相乗りを求めてくる可能性がある」として、与党側の動向も見極める方針だ。
　岡田克也代表は１６日の記者会見で、「（政党間の）枠組みから入ってしまうと身動きが取れなくなることもある。まず人だと思っている」と指摘。望ましい候補者像として、都政を刷新できることと行政手腕を挙げた。
　民進党最大の支持基盤である連合の神津里季生会長は同日の会見で、「アピール性のある清廉潔白な候補者」が求められるとした上で、「蓮舫氏は（その条件に）かなう人ではないか」と言及。与野党相乗りに関しては「なあなあでいいのか」として否定的な見解を示した。
　参院選で民進党とスクラムを組む共産、社民、生活の各党は都知事選でも４党共闘の枠組みで臨みたい意向。共産党の志位和夫委員長は１６日、岡山市で記者団に「４野党プラス市民の枠組みを大事にして、自公を倒していきたい」と表明。与野党対決の構図に持ち込むよう民進党とも調整していく考えを示した。（時事通信2016/06/16-20:35）
自民・小池氏「名前挙がるのは光栄」＝都知事選
　自民党の小池百合子元防衛相は１６日、東京都の舛添要一知事の辞職に伴う知事選への出馬が取り沙汰されていることについて、「（名前を）挙げていただいて光栄だ」と述べた。その上で、「舛添さんが（正式に）お辞めになっていないし、そういう（態度を表明する）段階ではない」と語った。首相官邸で記者団の質問に答えた。（時事通信2016/06/16-19:53）
都知事候補、自民と協議＝山口公明代表
　公明党の山口那津男代表は１６日午前の記者会見で、舛添要一東京都知事の辞職に伴う都知事選の候補者選びについて、「国政での立場にかかわらず、自民党と公明党は都政の安定を目指して協力し合ってきた長い歴史がある」と指摘した上で、自民党都連、公明党都本部を中心に協議していく意向を示した。　
　一方、舛添氏の公私混同問題に関しては「説明責任が尽くされていない」との認識を示しつつ、「都政に対する信頼を回復していく、停滞した都政を機能するように改めていくことが最も重要な課題だ」と指摘した。（時事通信2016/06/16-12:55）
